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1. 序論：本調査研究報告書の位置づけと政策的志向 
令和8年（2026年）3月に三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社によって作成され、特許庁に
提出された「令和7年度 特許庁産業財産権制度問題調査研究報告書：AI発明の保護に関する調査
研究報告書」（以下、「本報告書」とする）1 は、人工知能（AI）技術の急速な進展という不可逆的なパ
ラダイムシフトに対し、日本の特許制度がどのように適応すべきかを検討するための基礎資料として

編纂されたものである 1。政府の「知的財産推進計画2024」を契機とし、その後の2025年計画でもAI
利用発明の発明者の定義等が検討課題とされたことを受け、本調査が実施された 11。 
本報告書は、公開情報調査および国内企業・有識者へのヒアリングを通じて、「発明該当性」「発明

者認定」「引用発明適格性」「記載要件」「先使用権」という特許制度の根幹をなす5つの主要な論点
を抽出し、それぞれの現状と課題を整理している点において、一定の資料的価値を有している 1。し
かしながら、その分析の深度、結論の妥当性、および政策的提言の方向性を評釈すると、本報告書

は「現行法の枠組みと既存の解釈への依存」という現状維持の傾向が読み取れる。 
汎用目的技術（General Purpose Technology）であるAIは、19世紀から20世紀にかけて確立された
「自然人による精神的活動の成果」を保護するという特許法の歴史的前提に新たな問いを投げかけ

ている。それにもかかわらず、本報告書は各論点において「現行の基準で対応可能である」「法改正

は必ずしも必要ではない」という結論に終始し、法的空白や実務上の懸念に対する抜本的な制度設

計の議論を当面は見送っている 1。こうした政策的選択としては消極的であるとも評価できる姿勢
は、諸外国がAI発明に特化したガイドラインの公表や法解釈のアップデートを進めている現状 2 と照
らし合わせた際に、中長期的に日本の知的財産システムの国際競争力に影響を与える可能性があ

る。本稿では、本報告書の調査手法の課題を指摘した上で、5つの主要論点における制度設計上の
検討余地と国際的動向との関係を詳細に論証する。 

2. 調査手法の構造と標本抽出の偏りの可能性 
本報告書の政策的結論に影響を与えていると考えられるのが、「国内ヒアリング調査」の結果であ

る。本報告書は、このヒアリング結果をもって「国内ユーザーのニーズ」を整理しているが、その標本

抽出（サンプリング）において、特定の業種に偏りがある可能性があり、多角的な視点が十分に検証

されていない懸念がある。 
ヒアリング対象は企業・研究機関11者に限られ、スタートアップやAIネイティブ企業の視点がどの程
度反映されたかは明らかでない 1。その内訳は、自動車2者、電機・情報通信4者、電子機器1者、製
薬2者、化学1者、研究機関1者となっている 1。 



業種 ヒアリング対象企業数 産業の特性とAI特許に対す
る一般的な志向（※右列は筆

者による評価・推定） 

自動車 2者 既存の特許網が強固。漸進

的改良が多く、急激なルール

変更を好まない。 

電機・情報通信 4者 大規模な特許ポートフォリオ

を保有。海外IT巨人の特許
網羅を警戒する傾向。 

電子機器 1者 ハードウェア中心。AIは機能
の一部としての位置づけが

強い。 

製薬 2者 臨床試験等に莫大な投資が

必要。AIによる候補物質創出
でも確実な権利保護を熱望。 

化学 1者 マテリアルズ・インフォマティ

クスを活用。製薬と同様に排

他権による投資回収を重視。 

研究機関 1者 基礎研究中心。公的資金の

活用と成果の社会還元のバ

ランスを重視。 

報告書内でも、製薬企業が「AIが創出した医薬品化合物であっても、莫大な臨床試験の投資を回収
するために特許保護が不可欠である」と主張する一方で、電機・情報通信企業からは「資金力のあ

る海外のAI開発企業が膨大な数の特許を取得し、日本企業への脅威となる」との警戒感が示されて
いる 1。新興企業等の声が十分に反映されていない可能性を考慮すると、「現行の基準で対応可能」
とするニーズ評価は、実態を過小評価している可能性があると筆者は評価する。 
 



 
 

3. 「発明」該当性に関する論点：概念上の発明該当性と特許
付与可能性の分離 
本報告書は、特許法第2条第1項が規定する「発明」の定義（「自然法則を利用した技術的思想の創
作のうち高度のもの」）について、いわゆる「非限定説」を採用する有識者の意見を支持している。す

なわち、「思想」や「創作」という文言は必ずしも自然人の精神的活動に限定されるものではなく、法

改正を行わずとも、AI自律発明を特許法上の「発明」に含めると解釈することは十分可能であると結
論付けている 1。 
この結論は、特許法第29条第1項各号（引用発明）や第79条（先使用権）において、AI自律発明をそ
の対象として取り込むための解釈論としては一定の整合性を有する。第三者がパブリックドメインに

置いたAI生成物を「発明」として扱わなければ、新規性や進歩性の引例として機能せず、制度上の
不都合が生じるからである 1。 
しかし、特許権の付与という積極的側面に目を向けると、この非限定説の採用は、制度設計上の検

討余地を残している。なぜなら、AI自律発明が特許法第2条における概念上の「発明」に該当したとし
ても、現行法制下においては特許を受ける権利の主体、すなわち「発明者」は自然人に限られるとい

う強固な原則が存在するからである 1。 



この点は、知財高裁におけるDABUS事件判決（令和6年（行コ）第10006号 出願却下処分取消請求
控訴事件、令和7年1月30日判決）において明確に示された 5。この事件において原告（スティーブン・
テイラー博士）は、AIシステム「DABUS」を発明者とする国際特許出願の国内手続を行ったが、特許
庁長官により出願却下処分を受けた 7。知財高裁は、現行特許法の解釈として、自然人が発明者と
なる発明の場合にのみ特許を受ける権利の発生および原始的帰属が限定されていると判示した 88

。さらに、国内書面における「発明者の氏名」は手続上の必要的記載事項であるとし、権利能力を有

しないAIを発明者として記載した出願を不適法とした原処分を支持したのである 6。 
知財高裁は、「AI発明が特許法上の『発明』の概念に含まれるか否かについて判断するまでもなく、
特許法に基づきAI発明について特許付与が可能である旨の原告の主張は理由がない」と結論づけ
ており、概念上の発明該当性と特許権付与の可否を分離して整理している 88。つまり、本報告書が「

AI自律発明も『発明』に含まれ得る」と解釈論を示したとしても、現行法のもとでは「発明の定義には
該当するが、発明者が存在しないため特許にはなり得ない」という、概念上の発明該当性と特許付

与可能性が分離する事態を生じさせる 8。 
真に「産業の発達に寄与する（特許法第1条）」という目的からAI発明の保護を検討するのであれば、
法解釈の整理にとどまらず、「AIによって生み出された技術的成果物を保護するために、新たな制度
設計（法改正）が必要か否か」の議論を深めるべきであり、より積極的な制度設計の検討余地が残さ

れていると考えられる。 

4. 「発明者」認定に関する論点：国際的潮流との対比と指針策
定の課題 
AIを利用して創作した発明（AI利用発明）における発明者の認定について、本報告書は「現行の発明
者認定の基準で対応可能」との見解を採用している 1。日本の実務において、共同発明者の認定基
準は「発明の技術的特徴部分の具体化に創作的に関与した者」と解されている 1。本報告書は、AIへ
のプロンプト入力やモデルのファインチューニングといった特定の行為を一律に評価するのではな

く、この既存の規範を事案ごとに当てはめれば足りるとし、企業から要望が強かった「公的な指針の

策定」についても、「厳格な指針や具体的な事例を示すことは難しい」と後ろ向きな結論を下している 
1。 
この「個別事案ごとの解釈に委ねる」という態度は、明確なルール形成を急ぐ諸外国の動向と比較し

た際、政策的選択としては消極的である 1。各国の特許庁および司法は、人間とAIの境界線が曖昧
になる中で、出願人に明確な指針を与えるべく様々な対応を進めている。 

国・地域 最新の政策・司法動向と発明者認定に関する

アプローチ 

米国 (USPTO) 2025年11月に改訂ガイダンスを公表。AIを高
度なツールと位置づけ、自然人による「着想（

Conception）」に対する重要な貢献を認定の
軸に据え、単独の発明者における基準を明確

化した。 



ドイツ (BGH) 2024年6月の決定（DABUS事件）により、AIが
主要な貢献をした場合でも、自然人が全体の

成果に影響を与える貢献をしていれば、その

自然人を発明者として指定することが可能か

つ必要であると整理。 

中国 (CNIPA) 2024年12月に「人工知能関連発明の特許出
願指引（試行）」を公表。AIの助けを借りた発
明において、実質的特徴に创造的貢献をした

自然人を発明者とすることを明文化。 

日本 (本報告書) 新たな指針の策定を見送り。「技術的特徴部

分の具体化に創作的に関与した者」という従

来の抽象的な判例規範への個別具体的な当

てはめに依存。 

米国特許商標庁（USPTO）の動向は特に示唆に富んでいる。USPTOは2024年2月に一度ガイダンス
を公表し、人間とAIの協働を評価するために「Pannu要件（複数の自然人間での共同発明者性を判
断するための判例基準）」を準用するアプローチをとっていた 9。しかし、2025年11月28日にこの旧ガ
イダンスを全面的に撤回し、新たな改訂ガイダンス（Revised Inventorship Guidance for 
AI-Assisted Inventions）を発行した 2。USPTOは2025年11月の改訂ガイダンスにおいて、Pannu要件
をAI支援発明一般に準用する従前のアプローチを撤回した 29。この改訂の理由は、Pannu要件は複
数の自然人が共同発明者となるかを判断する基準であり、AIは人ではなく共同発明者になれないた
め、単一の自然人がAIツールを用いた場合にPannu要件を適用することは適切ではないと整理され
たためである 99。米国の新ガイダンスは、AIを顕微鏡やソフトウェアと同様の「ツール」と明確に位置
づけ、発明者認定の試金石（touchstone）をあくまで自然人の「着想（Conception）」に置いている 2

。さらに米国は、他国の法令がAIを発明者とすることを許容していたとしても、米国に出願する際（優
先権主張を伴う場合を含む）には必ず自然人を発明者として指定しなければならず、AIが記載され
ている場合は拒絶するという厳格な運用も明言した 2。 
また、ドイツにおいても2024年6月11日、連邦通常裁判所（BGH：最高裁に相当）がDABUS事件（事
件番号X ZB 5/22）において決定を下している 312。BGHは、ドイツ特許法第37条第1項に基づき発明
者は自然人に限られるという原則を維持しつつも、「請求項に記載された技術的教示を見出すため

にAIシステムが使用された場合であっても、自然人を発明者として指定することは可能であり必要で
ある」と整理した 14。重要なのは、BGHが「全体の成功に影響を与えた人間からの貢献があれば、AI
を用いた技術的教示の発見において発明者としての地位を得るに十分である」とし、AIが主要な貢
献を行った場合であっても、出願人が人間を発明者として指定することは可能かつ必要であると整

理されたことである 315。 
このように、諸外国が実務的な線引きを行おうとする中、明確な基準を示さないことは、現場の研究

者や特許実務家に対し「どのようなプロンプトの設計が創作的関与と認められるのか」という予見可



能性を十分に提供できていない可能性がある 1。 
 

 
 

5. 「引用発明適格性」に関する論点：実務的懸念に対する評
価 



特許審査において先行技術となる「引用発明」の適格性について、本報告書は「AIが生成したことの
みを理由に除外すべきではない」という見解を示し、実施可能性が不明確な内容や虚偽を含むAI生
成情報による出願阻害の懸念に対しても、「現行の審査基準（実施可能要件）の適用で対応可能で

ある」と結論づけている 1。 
これは、特許法第29条第1項の論理構造に基づいた整理としては一定の合理性を持つが、生成AIの
普及がもたらす情報の量と質に関する実務的懸念を過小評価している可能性がある。大規模言語

モデル（LLM）や生成的AIアーキテクチャの進化により、現在では、考え得るあらゆる技術的パラメー
タの組み合わせ、分子構造、遺伝子配列などを、極めて低コストかつ短時間で無数に生成すること

が可能となっている。公式報告書自体も紹介しているように、米国USPTOは2024年4月30日付の官
報において、AI生成先行技術に関する意見募集を行っており、この問題に対する国際的な関心は高
い 1。 
自動で大量公開されるAI生成情報が先行技術データベースを埋め尽くすような事態が生じた場合 16

、これらの情報は外見上もっともらしく（Hallucinationを伴って）記載されるため、審査官がその一つ
一つについて「当業者がその物を作れるか（実施可能性）」を判断することは、現行の特許審査のリ

ソースに多大な負担を強いる可能性がある。 
ヒアリングにおいて一部の企業が指摘したように、機械分野であれば図面や記載からある程度実施

可能性を判断できても、化学・製薬分野等においては、実際に合成や実験を行わなければ虚偽情報

であるかどうかの判別がつかないケースが多々ある 1。現行の審査基準の運用のみでは、審査官が
無数の情報に基づく拒絶理由通知を出願人に提示し、出願人が「その引用文献は実施不可能であ

る」ことを反証しなければならないという、出願人に過度な立証負担を強いる可能性がある。この運

用上の懸念に対する制度的対応の検討は、将来的に重要度を増すと考えられる。 

6. 「記載要件」に関する論点：ブラックボックス問題に対する方
針 
明細書の記載要件に関し、発明の創作過程においてAIを利用した事実や、その具体的な処理プロ
セス（プロンプト、アルゴリズム、学習データ等の概要）を開示させることについて、本報告書は「現時

点では不要との意見が多数であった」と整理している 1。その論拠として、「現行の実施可能要件を満
たしていれば足りる」「出願人の負担が増大する」「AIはコンピュータツールの一種に過ぎない」といっ
た企業側の意見が紹介されている 1。 
しかし、AI、とりわけ深層学習（Deep Learning）モデルは、人間には理解困難な特徴量の抽出を行う
「ブラックボックス性」を有している。マテリアルズ・インフォマティクス等において、AIの推論結果とし
て特定の化合物の構造式等が導き出された場合、その推論に至った前提条件が隠蔽されたまま結

果のみが記載されれば、当業者がその発明を反復再現し、改良を加えることが困難になる懸念があ

る。 
この点に関して、中国の国家知識産権局（CNIPA）のアプローチは特徴的である。CNIPAは2024年
12月31日、現行専利法制の下でAI関連発明の出願実務を説明する試行指引を公表し、明細書の完
全開示についてAIのブラックボックス性を踏まえた記載上の留意点を示した 44。同指引の第4章で
は、AIの「ブラックボックス」問題に対応するため、明細書の十分な公開要件を細分化し、AI関連特許
出願における公開の規範を明確にしている 17。 
中国が指引で明細書の完全開示を具体化しているのに対し、日本が「将来的に必要となる可能性も

ある」という判断を留保するにとどめている 11 のは、政策的選択として消極的であると評価し得る。技



術進歩のスピードを考えれば、必要不可欠なパラメータ・使用モデル等の開示に関する限定的なガ

イドライン等について、継続的な検討が求められる。 

7. 「先使用権」に関する論点：法解釈の限界と権利の不安定化 
特許法第79条に基づく先使用権について、本報告書は「AI自律発明の実施者にも先使用権を認め
るべきとの意見が多数であったが、現行法の解釈に関する課題の指摘もあった」と述べている 1。 
先使用権制度の趣旨（事業者の既存の設備投資や事業活動の保護）に鑑みれば、AIが自律的に出
力した発明であっても、それを基に事業の準備を行っていた者に先使用権を認める方向性は妥当で

あるとの見方が多い 1。しかし、特許法第79条の条文は「特許出願に係る発明の内容を知らないで
自らその発明をし、又は...」と規定されている。現行法の文理上、「自らその発明をし」という要件は自
然人が精神的活動によって発明を完成させたことを想定しており、AIが自律的に生成した技術的思
想を人間が事業化に向けて採用した行為がこれに該当するのかは、解釈上議論の余地がある。 
ヒアリング対象の有識者からも、現行の第79条の文言ではAI自律発明を含めて解釈することは難し
く、立証責任の観点からも将来の訴訟で問題になる可能性が高いことが指摘されている 1。それにも
かかわらず、本報告書は「課題の指摘があった」と記述するにとどめ、直ちに具体的な法改正の必

要性は高くないと整理している。 
先使用権は被疑侵害者が自身の事業を守るための重要な抗弁である。この権利の成立要件に法

的な疑義が残されたままでは、企業の事業活動における予測可能性が低下する懸念がある。筆者

の政策的主張としては、直ちに法改正を含む具体的な検討を開始すべきであり、解釈論にとどまら

ず制度設計上の検討余地が大きく残されていると考える。 

8. 総括的結論：日本が取るべき政策的対応の検討に向けて 
令和7年度「AI発明の保護に関する調査研究報告書」は、生成AIをはじめとする高度な技術がイノ
ベーションの主体を変容させつつあるという転換点において作成された。しかしながら、その内容は

「現行法の解釈と審査基準の運用で対応可能」とする見解が中心であり、現状維持を志向する保守

的な側面が強く、法的不確実性を完全に払拭するには至っていないと評価できる。 
米国USPTOがPannu要件の課題を整理し改訂ガイダンスを発行した動向 2、ドイツBGHが自然人要
件を維持しつつも実務的な整理を行った決定 3、そして中国CNIPAが開示に関する留意点を示した
指引 4 など、諸外国は技術の進展に応じた実務的な対応を進めている。これら諸外国の動向と比較
したとき、日本の現行基準への当てはめを中心とする態度は、国際的な制度調和の観点から今後

の課題となり得る。 
日本は、知財高裁におけるDABUS判決 5 が示した現行法の枠組みを前提としつつも、実務の現場
に予測可能性を提供するための制度的検討を進めることが望まれる。本報告書の整理を踏まえ、以

下の政策的対応の検討を深めることが、重要な政策的選択肢である。 
1.​ AI支援発明に関する明確な認定ガイドラインの検討 「指針を示すのは難しい」とする姿勢から
一歩踏み込み、「どのようなAIの利用態様が、技術的特徴の具体化に対する自然人の創作的
関与と認められ得るか」に関する、予測可能性を高めるための実務的なガイドラインや事例集

の整備を検討する。 
2.​ AIのブラックボックス性に対応する「開示要件」の運用の検討 発明の主要な構成要件がAIの
出力に大きく依存する場合、その技術的意義を当業者が追試・検証できるよう、AIの推論に用
いた前提条件等の開示に関する適切な運用ルールを検討する。 

3.​ 「引用発明適格性」および「先使用権」における制度的整理 大量のAI生成情報が引用文献と



なることによる実務上の負担を考慮し、実施可能性に関する運用や立証のあり方を整理す

る。同時に、AI出力を活用した事業準備者を保護するため、特許法第79条の解釈の限界を見
据えた上での制度設計の議論を開始する。 
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